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広陵町地域活性化対策住宅リフォーム補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 町長は、地域経済の活性化を図るため、町民が自己の居住している住宅を町内の

施工業者を利用して修繕、補修等の住宅リフォーム工事（以下「工事」という。）を行っ

た者に対して、予算の範囲内において広陵町地域活性化補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付等に関してはこの要綱の定めるところによる。

（交付対象者）

第２条 交付対象者は、、次の各号に掲げる要件をすべて満たす者とする。

(1) 本町に４年以上引き続き住所を有する者
(2) 交付対象住宅に４年以上引き続き居住していること。
(3) 同一世帯内で町税等を滞納していないこと。
(4) 対象となる工事について、国、県又は町の他の制度の補助等を受けていないこと。
(5) 交付対象住宅に対し過去にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。
(6) 交付対象住宅に対し平成１７年７月から平成１９年１２月末日までの間に地域活性

化事業（住宅リフォーム助成事業）商品券交付を受けていないこと。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者であるときは、補助金の

交付の対象者としない。

(1) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７
号。以下「法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

(2) 暴力団員でなくなってから５年を経過しない者
(3) 自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもっ

て暴力団（法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員を利用し

ている者

(4) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若し
くは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者

(5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者

（交付対象住宅）

第３条 交付の対象となる住宅は、自己の居住の用に供している町内に存する住宅（以下

「住宅」という。）とし、住居部分のみを交付対象とする。

（交付対象工事）

第４条 交付の対象となる工事は、あらかじめ広陵町に登録をした町内に本社若しくは本

店所在地を有する法人若しくは個人の施工業者又は主たる事業を町内で行う事業者を利用

して、第７条第２項の規定による補助金の交付決定後に着手する工事であって、その工事

に要する経費が２０万円（消費税及び地方消費税を除く。）以上のものであり、当該工事

に着手する日の属する年度の３月末日までに第１０条の規定による実績報告をすることが

できる次の各号に掲げるものとする。
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(1) 壁紙の張り替え、外壁の塗り替え、屋根の葺き替え、バリアフリー化、その他住宅
の模様替え等のための工事

(2) 老朽化、災害等による住宅の修繕のための工事
(3) その他町長が適当と認める工事

２ 前項に規定する工事に要する経費は、総工事費から次の各号に掲げる費用を除いて得

た額（間接税を含む。）とする。

(1) 土地購入費用
(2) 下水道への接続工事費
(3) 工事用機械、工具等の購入費用
(4) 併用住宅にあっては居住部分以外の工事に係る費用
(5) その他町長が工事費から除外すべきと認める費用

（交付の額）

第５条 補助金の額は、第４条の規定による工事費の総額（消費税を除く。）の１０パー

セントに相当する額（１，０００円未満は切り捨てる。）とする。ただし、１０万円を限

度とする。

（交付回数）

第６条 補助金の交付は、同一住宅及び同一人について１回とする。

（交付申請）

第７条 交付対象者が交付の申請をしようとするときは、広陵町地域活性化対策住宅リフ

ォーム補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、次の各号に掲げる

書類を添えて町長に提出しなければならない。

(1) 住宅リフォーム計画書（様式第２号）
(2) 工事見積書
(3) 工事施工予定箇所の写真
(4) その他町長が特に必要と認める書類等

（交付決定）

第８条 町長は、前項の規定により申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類等

の審査及び必要に応じ現地調査等を行い、交付することが適当と認めるときは、広陵町地

域活性化対策住宅リフォーム補助金交付決定通知書（様式第３号。以下「決定通知書」と

いう。）により補助金交付の申請をした者に通知するものとする。

２ 町長は、補助金の交付決定について、補助金の交付の目的を達成するため、必要な条

件を付すことができる。

（申請事項の変更及び承認）

第９条 前条第１項の規定により交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、その申請事項について変更が生じた場合は、広陵町地域活性化対策住宅リフォーム補
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助金変更申請書（様式第４号）に、第７条に掲げる書類等を添えて町長に提出し、その承

認を受けなければならない。

２ 町長は、前項の申請内容を審査し、変更することが適当と認めるときは、広陵町地域

活性化対策住宅リフォーム補助金変更決定通知書（様式第５号）により、その旨を交付決

定者に通知するものとする。

３ 前条第２項の規定は、補助金の額の変更に係る交付決定について、準用する。

（実績報告及び実地調査）

第１０条 交付内定者は、当該工事が完了したときは、１０日以内に、広陵町地域活性化

対策住宅リフォーム補助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）に、

次の各号に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。

(1) 工事完了証明書（様式第７号）
(2) 工事代金領収書
(3) 工事実施後の写真
(4) その他町長が特に必要と認める書類等

２ 町長は、前項の規定による実績報告書の提出があったときは、担当職員に実地調査を

行わせる。

３ 町長は、前項の規定による調査の結果、工事の成果が補助金の交付の決定の内容及び

これに付した条件に適合しないと認めるときは、これに適合させるための措置を講じるよ

う交付決定者に命ずることができる。

（補助金の額の確定）

第１１条 町長は、前条の規定による調査の結果、適正と認めたときは、補助金の交付の

額を確定し、広陵町地域活性化対策住宅リフォーム補助金交付確定通知書（様式第８号）

により交付決定者に通知するものとする。

（補助金交付の請求及び交付）

第１２条 前条の規定による交付確定通知を受けた者は、広陵町地域活性化対策住宅リフ

ォーム補助金交付請求書（様式第９号）を町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の規定による交付請求書を受理した場合、速やかに補助金を交付するも

とのする。

（決定の取消し）

第１３条 町長は、交付内定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(2) 交付対象工事を承認なく変更し、又は廃止したとき。
(3) 虚偽その他の不正の行為により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。

（補助金の返還）
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第１４条 町長は、前条の規定により補助金の交付を取り消した場合において、補助金が

既に交付されているときは、期限を定め当該補助金を返還させるものとする。

（その他）

第１５条 この要綱の実施のために必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。


